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  図表 6　セキュリティトラスト
8　信託を用いた資産流動化のスキームについては、西村あさひ法律事務所編『資産・債権の流動















































  図表 7　信託型ライツプラン
　信託型ライツプランは、企業が敵対的な買収者からの買収防衛策として信
託を利用するものである。将来、敵対的な買収者が現れたときに、企業価値
を毀損するような買収を防衛したいと考える会社が、あらかじめ信託銀行に
新株予約権を割り当てておき、実際に買収者が現れたときにはその新株予約
権を買収者以外の株主に分配して、買収者が簡単にその企業を買収できない
ようにするという仕組みである。
　この信託型ライツプランについて、信託の機能との関係では、将来、買収
者が現れ、一定の条件を満たした場合には、自動的に新株予約権を株主に分
配し、買収をできないようにし、逆に一定の条件を満たせば買収者による買
収を許容するという信託設定時に定めたルールに従って買収防衛策の発動の
有無が決まることになる。すなわち、信託設定時における企業ないしその経
営陣の意思に従って買収防衛策が自動的に発動する、あるいは発動しない、
ということが信託を使うことで確保されることになる。このように信託型ラ
イツプランは信託の意思凍結機能を活かした仕組みといえる。また、実際に
買収者が現れたときに他の株主に新株予約権を自動的に分配する仕組みは、
信託の権利付与機能を活用することにより達成できる効果である。これらの
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効果も含めて新株予約権を蓄えておくための器として信託が使われるという
評価もでき、これはビークル機能を活用している事例でもある。
五　おわりに
　ここまで 4つの商事信託の事例を見てきた。信託には他の法制度には見ら
れない機能が備わっており、そういった機能のうちの一部分をそれぞれの場面
で活用することによって、信託を用いた商品や取引が利用されている。
　信託は打ち出の小槌というわけではなく、信託を用いれば常にメリットが
あるというものではない。また、信託はあくまでも目的を達成するための手
段として存在する法制度であり、信託を使うこと自体を目的とすべきもので
はない。もっとも、信託の機能を適切に活用することにより、他の法制度で
は解決できない課題を解決したり、より少ない負担で課題に対処できたりす
る場面も少なくない。今後もこれらの機能を活かした新たな信託の利用方法
が登場するものと考えられるが、そのように信託の活用を広げるためには、
信託にどのような機能が備わっているかを把握した上で、それらの機能が目
の前の課題の解決に資する可能性を柔軟に検討することが求められる。今後
も、信託制度の理解が進み、信託の利用が更に広がっていくことを期待したい。
以上
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